
 

 

第 10 章 事後調査計画 

 

1 事後調査を実施する項目の選定 

事後調査項目は「福岡市環境影響評価技術指針」に基づき、調査、予測及び評価を実施した環境影

響評価項目のうち、予測の不確実性及び環境保全措置の効果の不確実性並びに環境影響の程度を踏ま

え、以下に掲げるものについて工事の実施時、存在及び供用時において実施するものとする。 

 

① 予測の不確実性が高く、かつ、相当程度の環境影響が予想されるもの。 

② 環境保全措置の効果に係る知見が不十分で、かつ、相当程度の環境影響が予想されるもの。 

③ その他、予測結果の検証が必要と考えられるもの。 

 

選定した事後調査項目は表 10.1-1 に示すとおりであり、その選定理由を表 10.1-2 に示す。 

 

表 10.1-1 選定した事後調査項目  

影響要因

 

環境要素 

工事の実施 存在・供用 

建設工事の

実施 

資材等運搬

車両の走行
施設の存在 施設の稼働 

施設関連車

両の走行

生物の多様性の確保及び

自然環境の体系的保全 
植 物 ○     

注 1）○：事後調査項目として選定する項目  

 

 

表 10.1-2 事後調査項目の選定理由 

環境影響評価の項目 
調査項目 環境影響評価の項目の選定理由

環境要素の区分 影響要因の区分 

植物 建設工事の実施 タシロランの移植個体の生育

状況 

タシロランについては、菌従属栄

養植物であり、野外での移植につ

いての事例は極めて少なく、不確

実性は大きい。この植物への影響

は大きいことから環境保全措置の

効果の検証として調査を実施す

る。 
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2 事後調査計画（案）の検討 

建設工事の実施に伴い保全すべき種であるタシロランの生育環境が消失すると予測されたため、環

境保全措置として生育適地に移植することとした。 

事後調査計画（案）を表 10.2-1 に示す。なお、対象事業実施区域内で移植適地を選定するが、適地

が認められない場合においては、対象事業実施区域以外での移植を行うこととする。また、地上部が

毎年発生するとは限らないことから、移植後３年間を対象とした。 

なお、事後調査終了にあたっては、終了時期決定の妥当性を判断するため、専門家に意見聴取を行

う。 

 

表 10.2-1 事後調査計画（案）の内容 

調査項目 対象 調査時期・回数 調査地点 調査方法 評価方法 

移植株の生

育状況の確

認 

タシロラン 

移植後３年間を対

象とし、植栽株が最

も繁茂する夏季に

２回/年 

移植した地点

任意観察：移植株の生育

状況として、個体の生

存、開花・結実の有無等

について確認する。 

移植後３年間にお

いて生育が確認さ

れることによる。

また、専門家に意見

聴取を行い、最終的

な評価を行う。 

注：対象事業実施区域内で移植適地を選定するが、適地が認められない場合においては、対象事業実施区域
以外での移植を行うこととする。 
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第 11 章 環境影響の総合的な評価 

本環境影響評価において、現況調査、予測及び評価を行った各環境要素は、「大気質」、「騒音」、「超

低周波音」、「振動」、「悪臭」、「水質」、「動物」、「植物」、「生態系」、「景観」、「人と自然との触れ合い活

動の場」、「廃棄物等」及び「温室効果ガス等」の計 13 項目である。 

本事業の実施による周辺環境への影響については、事業計画段階における事前の環境配慮を行うとと

もに、種々の環境の保全のための措置を講ずることにより、影響は低減されると評価する。 
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環境
要素

調 査 予 測

建
設
工
事
の
実
施

（

降
下
ば
い
じ
ん
量
）

建設工事による降下ばいじん量の予測結果は、

0.049～7.9t/km
2
/月と予測された。

環境影響
要因の区分

資
材
等
運
搬
車
両
の
走
行

（

降
下
ば
い
じ
ん
量
以
外
の
項
目
）

予測結果は、寄与濃度をみると二酸 化窒 素は
0.00002～0.00033ppm、浮遊粒子状物質は 0.00001～

0.00007mg/m
3
となった。また、将来予測濃度（年平均

値）は、二酸化窒素0.009ppm、浮遊粒子状物質0.011

～0.018mg/m
3
となった。

なお、資材等運搬車両（現西部工場解体時）と施設関
連車両の走行による相互影響の予測結果は、寄与濃度
をみると二酸化窒素は0.00005～0.00014ppm、浮遊粒

子状物質は0.00003～0.00006mg/m
3
となった。また、

将来予測濃度（年平均値）は二酸化窒素0.009ppm、浮

遊粒子状物質0.011～0.018mg/m
3
となった。

大
気
質

工
事
の
実
施

将来予測濃度（年平均値）は、最大着地濃度出現地
点において二酸化窒素0.021～0.028ppm、浮遊粒子状

物質0.015～0.016mg/m
3
と予測された。また、予測地

点３地点における年平均値は、二酸化窒素 0.005～

0.007ppm、浮遊粒子状物質0.012～0.015mg/m
3
と予測

された。
なお、建設工事の実施（現西部工場解体時）と計画施
設の稼働による相互影響の予測結果について、煙突排
ガスの最大着地濃度出現地点の将来予測濃度は、二酸

化窒素0.007ppm、浮遊粒子状物質0.014mg/ｍ
3
となっ

た。一方、建設工事の実施による最大着地濃度地点の
将来予測濃度は、二酸化窒素0.028ppm、浮遊粒子状物

質0.016mg/ｍ
3
となった。

建
設
工
事
の
実
施

（

降
下
ば
い
じ
ん
量
以
外
の
項
目
）

(1) 物質等の濃度の状況（一般環境大気質・道
路沿道大気質）
<文献資料調査>
  二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、ダイオ
キシン類及び水銀のいずれの項目も全地点で環境基準
または指針値を下回っていた。

<現地調査>
一般環境大気質は3地点で実施し、二酸化硫黄、二

酸化窒素、浮遊粒子状物質及びダイオキシン類のいず
れの項目も全地点で環境基準を満足していた。また、
塩化水素、水銀についても全地点で目標値、指針値を
満足していた。降下ばいじん（A-4のみ実施）につい
ては参考値を下回っていた。

また、沿道大気調査は２地点で実施し、二酸化窒
素、浮遊粒子状物質について環境基準を満足してい
た。

(2)  気象の状況（地上気象・上層気象）
<文献資料調査>

福岡地域気象観測所及び自動車排ガス測定局の石丸
測定局における風向風速のF分布棄却検定を行ったと
ころ、現地調査期間中の風速、風向は、ともに異常年
ではないと判断した。

<現地調査>
対象事業実施区域において、風向は年間を通じて南

北方向の風が多く見られた。また、年間平均風速は
2.8m/sであった。

大気安定度Ａ（地表面における煙突からの排出ガス
による影響が大きくなる状態）の出現率は2.8％であ
り、特に北、北北西及び北北東寄りの風の場合に多く
出現していた。

上層気象調査の結果、高度500mまでの間において形
成された逆転層出現率は接地逆転が約18％、上空逆転
が約11％であった。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・建設機械は排ガス対策型の建設機械を使用する。

・工事工程等を十分検討し、建設機械の集中的稼働を避
け、建設機械の効率的利用に努める。

・建設機械はアイドリングストップを図るように運転手へ
の指導を徹底する。

・掘削土壌を仮置きする場合にあっては、シート等を被覆
することにより粉じんの発生を防止する。

・工事区域には可能な限り地面に鉄板を敷くことにより粉
じんの発生を防止する。

・仮囲いを設置する。

・工事の実施時は、適度な散水を行い粉じんの発生を防止
する。

・工事区域等で粉じんのモニタリングを実施する。

<回避又は低減に係る評価>
工事の実施にあたり、掘削土壌を仮置きする場合にあっ

ては、シート等を被覆することにより粉じんの発生を防止
する。また、散水などの粉じんの飛散防止を行い、粉じん
の発生を防止する計画であることから、建設工事による粉
じんの影響は低減させる。したがって、環境への影響は、
事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られている
ものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>

降下ばいじんについての予測の結果、最大値で7.9t/km
2
/

月と予測され、環境保全目標値(10t/km
2
/月)を下回るもの

であることから、環境の保全に係る基準又は目標との整合
が図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

・資材等運搬車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。

・工事実施段階では、資材等運搬車両が集中しないよう搬
入時期・時間の分散化に努める。

・工事実施段階では、資材等運搬車両が集中しないよう搬
入ルートの分散化に努める。

・工事関係者の通勤は相乗とすることにより通勤車両台数
の抑制に努める。

・資材等運搬車両のアイドリングストップを徹底する。

・資材等運搬車両は、低公害車を積極的に導入するよう指
導する。

・洗車設備を設置し、資材等運搬車両の洗車を徹底し、道
路沿道の環境保全に努める。

・工事区域等で粉じんのモニタリングを実施する。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、資材等運搬車両の搬入時間

帯、搬入ルートの分散化、アイドリングストップの徹底、
洗車の実施などにより大気質への負荷を低減させる。した
がって、環境への影響は、事業者の実行可能な範囲内で回
避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
二酸化窒素、浮遊粒子状物質のそれぞれ日平均値（年間

98％値）、日平均値（2％除外値）は、環境保全目標（二酸
化窒素：日平均値0.04～0.06ppmのゾーン内又はそれ以下、

浮遊粒子状物質：日平均値0.10mg/m
3
以下）を下回るもので

あることから、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。

施設関連車両の走行と現西部工場解体時の資材等運搬車
両の走行による相互影響の二酸化窒素、浮遊粒子状物質の
予測結果についても環境保全目標を下回ることから環境の
保全に係る基準又は目標との整合が図られているものと評
価する。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、建設機械は排出ガス対策型の

建設機械を使用し、またアイドリングストップの徹底を図
るように、運転手への指導を徹底するなどにより、大気質
への負荷を低減して建設工事実施による影響を低減させ
る。したがって、環境への影響は、事業者の実行可能な範
囲内で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
建設工事の実施に伴う日平均予測濃度は、環境保全目標

（二酸化窒素：日平均値0.04～0.06ppmのゾーン内又はそれ

以下、浮遊粒子状物質：日平均値0.10mg/m
3
以下）を下回る

ものであることから、環境の保全に係る基準又は目標との
整合が図られているものと評価する。

また、施設の稼働（排出ガス）と建設工事の実施（現西
部工場解体時）による相互影響の予測濃度についても環境
保全目標を下回るものであることから、環境の保全に係る
基準又は目標との整合が図られているものと評価する。
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環境
要素

調 査 予 測

工
事
の
実
施

資
材
等
運
搬
車
両
の
走
行

（

降
下
ば
い
じ
ん
量
）

同上 資材等運搬車両の走行による降下ばいじん量の予測

結果は0.0000～0.73t/km
2
/月と予測された。

予測結果は、寄与濃度をみると二酸 化窒 素は
0.00003～0.00008ppm、浮遊粒子状物質は 0.00002～

0.00004mg/m
3
となった。また、将来予測濃度（年平均

値）は二酸化窒素0.009ppm、浮遊粒子状物質0.011～

0.018mg/m
3
となった。

・年平均濃度の予測
施設の稼働（排出ガス）に伴う影響の予測結果は、

最大着地濃度（寄与濃度）を予測項目毎にみると、二
酸化硫黄0.00048ppm、窒素酸化物0.0013ppm、浮遊粒

子状物質0.00016mg/ｍ3
、ダイオキシン類0.0016pg-

TEQ/ｍ
3
、水銀0.00040μg/ｍ

3
となっており、その出

現地点は対象事業実施区域の南南西約1.3kmの地点に
出現している。

・1時間値の高濃度の予測
施設の稼働に伴う1時間値の予測濃度は下表に示す

とおりである。

施
設
の
稼
働
（

排
出
ガ
ス
）

大
気
質

環境影響
要因の区分

存
在
・
供
用

施
設
関
連
車
両
の
走
行

11-4



 

 

 

  
環境保全措置 評 価

事後
調査

同上 <回避又は低減に係る評価>
工事の実施にあたり、洗車設備を設置し、資材等運搬車

両の洗車を徹底することにより粉じんの発生を防止するこ
とから、資材等運搬車両の走行による粉じんの影響は低減
される。したがって、環境への影響は、事業者の実行可能
な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
降 下 ば い じ ん に つ い て の 予 測 の 結 果 、 最 大 値 で

0.73t/km2/月と予測され、環境保全目標値(10t/km2/月)を
下回るものであることから、環境の保全に係る基準又は目
標との整合が図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

・施設からの排出ガスは、大気汚染防止法等で規制されて
いる排出基準を踏まえた計画施設の維持管理値を設定し、
最良の技術や設備の導入により維持管理値を遵守する。

・排出ガス中の窒素酸化物、硫黄酸化物、ばいじん、塩化
水素、一酸化炭素、水銀などの連続測定により適切な運転
管理を行う。

・燃焼室ガス温度、集じん器入口温度の連続測定装置の設
置により適切な運転管理を行う。

・排出ガス中の大気汚染物質の濃度は、定期的に測定し結
果を公表する。

・排出ガスの拡散方向を把握するため、風向・風速の継続
的な観測を行う。

・施設関連車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。

・施設関連車両が集中しないよう搬入時間の分散化に努め
る。

・施設関連車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努
める。

・施設関連車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイ
ドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。

・施設関連車両は、低公害車を積極的に導入するよう指導
する。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、計画施設からの排出ガスは、

大気汚染防止法等で規制されている排出基準を踏まえ、計
画施設では厳しい水準の維持管理値を設定した上で、達成
可能な高度な技術や設備の導入により維持管理値を遵守す
る。また、排出ガス中の窒素酸化物や燃焼室ガスや煙突入
口温度などの連続測定装置を設置し適切な運転管理を行う
などの大気汚染防止対策を実施することにより大気質への
負荷を低減させる。したがって、環境への影響は、事業者
の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと
評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
・年平均濃度の予測

予測濃度は、全ての項目で環境保全目標値（二酸化硫黄
（日平均値0.04ppm以下）、二酸化窒素（日平均値0.04～
0.06ppmのゾーン内又はそれ以下）、浮遊粒子状物質（日平

均値0.10mg/m3以下）、ダイオキシン類（年平均値0.6pg-

TEQ/m
3
以下）、水銀（年平均値0.04μg/m

3
以下））を下回

るものであることから、環境の保全に係る基準又は目標と
の整合が図られているものと評価する。
・1時間値の高濃度の予測

施設の稼働に伴う1時間値の予測濃度は、各気象条件で環
境保全目標値（二酸化硫黄（1時間値0.1ppm以下）、二酸化
窒素（1時間値0.1～0.2ppm以下）、浮遊粒子状物質（1時間

値0.2mg/m3以下）、塩化水素（1時間値0.02ppm以下））を
下回るものであることから、環境の保全に係る基準又は目
標との整合が図られているものと評価する。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、施設関連車両の搬入時間の分

散化、アイドリングストップの徹底、低公害車の積極的導
入など、大気汚染を低減させることから、施設関連車両の
走行による大気質への影響は低減される。したがって、環
境への影響は、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減
が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
二酸化窒素、浮遊粒子状物質のそれぞれ日平均値（年間

98％値）、日平均値（2％除外値）は、環境保全目標（二酸
化窒素：日平均値0.04～0.06ppmのゾーン内又はそれ以下、

浮遊粒子状物質：日平均値0.10mg/m3以下）を下回るもので
あることから、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

事後調査
は実施し
ない。
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環境
要素

調 査 予 測

資
材
等
運
搬
車
両
の
走
行

資材等運搬車両の走行による騒音レベル（昼間）
は、67dB～72dBと予測された。

資材等運搬車両（現西部工場解体時）と施設関連車
両の走行による相互影響の騒音レベルは、昼間67dB～
72dBと予測された。

騒
音

工
事
の
実
施

<現地調査>
N-4（西部工場 第２駐車場入口）、N-5（西市民

プール）の交通量は、約14,000～17,000台/日（大型
車：約700～1,200台/日、小型車：約13,000～16,000
台/日）であった。

(4)騒音の種類ごとの予測の手法
<文献資料調査>
・建設工事の実施

構造物取壊し工、掘削工、盛土工などの建設作業騒
音の予測の手法はASJ CN-Model 2007とされていた。

・資材等運搬車両の走行・施設関連車両の走行
道路交通騒音の予測の手法はASJ CN-Model 2018と

されていた。

・施設の稼働
送風機や冷却塔等の施設の稼働に係る工場騒音の予

測手法は個々の点音源について伝搬理論式による計算
とされていた。

環境影響
要因の区分

建
設
工
事
の
実
施

建設工事中の騒音レベルについて、敷地境界では72
～79dBと予測された。

建設工事の実施（現西部工場解体時）と施設の稼働
による相互影響の騒音レベルについて、敷地境界では
72～78dbと予測された。

(1)騒音の状況
<文献資料調査>
・道路沿道付近

N-6（国道202号 今宿青木1020-1）、N-7（国道202
号 拾六町5丁目4）の両地点で昼間・夜間を通して環
境基準（昼間：70dB、夜間：65dB）を上回っていた。

<現地調査>
・敷地境界付近

N-2（北側敷地境界）及びN-3（南東側敷地境界）で
は環境基準（60dB）及び規制基準（85dB:特定建設作
業）を満足していた。

なお、N-3では地上1.2mと地上3.2mで調査を実施し
たが、地上3.2mの測定結果の方がわずかに大きくなっ
ていた。
・道路沿道付近

N-4（西部工場 第２駐車場入口）、N-5（西市民
プール）の両地点で環境基準（昼間：70dB、夜間：
65dB）を満足していた。
・一般環境

N-1（西の丘中央公園）では環境基準（昼間：
55dB、夜間：45dB）を満足していた。

(2)地表面・沿道の状況
<文献資料調査>
・敷地境界付近

N-2及びN-3付近の地表面は草地であり、周辺は主に
アスファルト舗装地である。
・道路沿道付近

N-4、N-5、N-6及びN-7の沿道の状況はアスファルト
舗装地である。
・一般環境

グラウンドなどの固い地面であり、公園外はアス
ファルト舗装地や住宅である。

(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る
状況
<文献資料調査>

N-6（国道202号 今宿青木1020-1）の交通量は、
約40,000台/日（大型車：約3,300台/日、小型車：約
37,000台/日）であった。

存
在
・
供
用

施
設
の
稼
働

敷地境界での予測騒音レベルは、朝(6～8時) 44～
72dB、昼間(8～19時) 46～72dB、夕(19～23時) 43～
71dB、夜間(23～翌6時) 41～68dBと予測された。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・使用する建設機械は低騒音型建設機械を採用し、低騒音
となる工法を検討する。

・工事工程等を十分検討し、建設機械の集中稼動を避け、
建設機械の効率的利用に努める。

・建設機械が所定の性能を発揮できるように建設機械の維
持管理に努める。

・建設機械は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリ
ング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。

・工事に際しては仮囲いを設置し防音対策を講じる。

・工事区域等で騒音のモニタリングを実施する。

・資材等運搬車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。特に、周辺道路においては速度を十分に落として走行
することとし、騒音の低減に努める。

・工事実施段階では、資材等運搬車両が集中しないよう搬
入時期・時間の分散化に努める。

・工事実施段階では、資材等運搬車両が集中しないよう搬
入ルートの分散化に努める。

・工事関係者の通勤は相乗とすることにより通勤車両台数
の抑制に努める。

・資材等運搬車両のアイドリングストップを徹底する。

・騒音の発生源である機器等は、屋内に設置する。

・特に大きな騒音の発生源周辺では、壁面に吸音処理を行
う。

・騒音の発生源となる機器を敷地境界から離した位置に設
置する。

・日常点検等の実施により、設備の作動を良好な状態に保
つ。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
建設工事の実施にあたっては、低騒音型建設機械の使用

し、建設機械や工事時期の集中を避ける等の騒音防止対策
を実施することにより、建設工事の実施による影響は低減
される。したがって、環境への影響は事業者の実行可能な
範囲で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
対象事業実施区域の敷地境界においては72～79dBと予測

され、環境保全目標(85dB)を下回るものであることから環
境の保全に係る基準又は目標との整合が図られているもの
と評価する。また、建設工事の実施（現西部工場解体時）
と施設の稼働による相互影響を踏まえても同様の結果と
なった。

なお、予測は騒音レベルが高くなる時期を対象とし、仮
囲いの設置を行わない条件で実施したものである。建設工
事の実施にあたっては、仮囲いの設置、建設機械や工事時
期の集中を避けるなど環境保全措置を講じることにより、
さらなる騒音レベルの低下に努める。

事後調査
は実施し
ない。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、資材等運搬車両の搬入時間帯

の分散化、搬入ルートの分散化などの対策を講じることか
ら、資材等運搬車両の騒音による影響は低減される。した
がって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又
は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果と環境保全目標(70dB)を比較すると、N-6及びN-

7では環境保全目標(70dB)を上回っているが、騒音レベルの
増加量に変化はなく、現況を悪化させるものではないと考
える。また、N-4及びN-5では環境保全目標(70dB)を下回っ
ており、騒音レベルの増加量も0～1dBであるため、現況を
著しく悪化させるものではないと考える。また、資材等運
搬車両の走行（現西部工場解体時）と施設関連車両の走行
による相互影響を踏まえても同様の結果となった。

したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。

資材等運搬車両の走行にあたっては、資材等運搬車両の
搬入時間帯及び搬入ルートの分散化など、環境保全措置を
講じることにより、騒音レベルの低下に努める。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、騒音発生機器等は屋内に設置

し、騒音の発生源周辺では、壁面に吸音処理を行うなどに
より施設稼働の騒音による影響は低減される。したがっ
て、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又は低
減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果は、敷地境界（北西側）、敷地境界（南東側）

及び敷地境界（南側）では環境保全目標（朝：50dB、昼
間：60dB、夕：50dB、夜間：50dB）を下回ったが、敷地境
界（北東側）においては、県道561号線を走行している車両
の騒音の影響により、現況騒音レベルが環境保全目標を上
回っていた。しかし、寄与騒音レベルは40dBと現況騒音レ
ベルより小さく、稼働時の騒音レベルに現況騒音レベルか
らの変化はなく、現況を悪化させるものではないと考え
る。

したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。
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環境
要素

調 査 予 測

同上

環境影響
要因の区分

騒
音

存
在
・
供
用

施
設
関
連
車
両
の
走
行

平日の施設関連車両の走行による騒音レベルは、昼
間67dB～72dB、夜間63dB～67dBと予測された。

また、休日では同様に昼間67dB～68dB、夜間62dB～
63dBと予測された。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・施設関連車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。特に、周辺道路においては速度を十分に落として走行
することとし、騒音の低減に努める。

・施設関連車両が集中しないよう搬入時間の分散化に努め
る。

・施設関連車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努
める。

・廃棄物運搬車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(ア
イドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、施設関連車両の搬入時間帯の

分散化、搬入ルートの分散化などに努めることから、施設
関連車両の騒音による影響は低減される。したがって、環
境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又は低減が図
られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果と環境保全目標（昼間：70dB、夜間：65dB）を

比較すると、N-6及びN-7では環境保全目標（昼間：70dB、
夜間：65dB）を上回っているが、騒音レベルの増加量に変
化はなく、現況を悪化させるものではないと考える。
また、N-4及びN-5では環境保全目標（昼間：70dB、夜間：
65dB）を下回っており、騒音レベルの増加量も0～1dBであ
るため、現況を著しく悪化させるものではないと考える。

したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。

なお、施設関連車両の走行にあたっては、施設関連車両
の搬入時間帯搬入ルートの分散化など、環境保全措置を講
じることにより、騒音レベルの低下に努める。

事後調査
は実施し
ない。

11-9



 

 

環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

超
低
周
波
音

存
在
・
供
用

施
設
の
稼
働

(1)超低周 波音 の状 況（ 敷地 境界 付近 ・一 般環
境）
<現地調査>

調査結果より、L50、LGeq及びLG5の時間最大値につい

ては、全ての地点で稼働日・非稼働日ともに「道路環
境影響評価の技術手法（平成24年度版）」に示された

参考指標値（L50：90dB、LGeq：92dB、LG5：100dB）を

満足していた。
1/3オクターブバンド周波数毎の測定値について

は、全ての地点で卓越周波数は確認されなかった。ま
た、N-1 西の丘中央公園で稼働日・非稼働日ともに
「低周波音問題対応の手引書（平成16年6月 環境
省）」に示された参照値を上回っていた。

なお、N-3では地上1.2mと地上3.2mで調査を実施し
たが、超低周波音の測定結果に差はほとんど見られな
かった。

周辺の住居等では超低周波音に関する苦情は発生し
ていない。

(2)超低周波音の影響に特に配慮すべき施設及び
住宅の状況
<文献資料調査>

電子地形図25000（国土地理院）より、北西側から
北側及び南東側には学校施設等が隣接する。また、北
側から南東側には住宅地が広がる。

エネルギー回収型廃棄物処理施設では既存施設と同
様に誘引送風機、蒸気タービン発電機、復水器等の設
備が設けられることとなる。しかし、現段階でこれら
の機器から発生する超低周波音レベルを設定し、定量
的予測を行うことは困難であるため、既存施設の敷地
境界における現地調査結果の最大値を敷地境界におけ
る予測結果とした。

予測結果は、以下のとおりである。

  Leq：72dB

  L50：71dB

  LGeq:75dB

    LG5 :76dB
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・超低周波音の発生源である機器等は、屋内に設置する。

・超低周波音の発生を抑えるために、ダクトのサポートを
通じての壁面振動を防止するなど適切な対策を講じる。

・必要に応じて消音器の設置や回転数の制御を行う。

・超低周波音の発生源となる機器を敷地境界から離した位
置に設置する。

・日常点検等の実施により、設備の作動を良好な状態に保
つ。

・周辺住民から苦情・要望があった場合は、原因究明と保
全対策等、真摯に対応する。 事後調査

は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、超低周波音発生機器等は屋内

に設置し、その設置位置にも配慮する。また、日常点検等
の実施により、設備の作動を良好な状態に保つとともに、
超低周波音の発生を抑えるために、ダクトのサポートを通
じての壁面振動を防止するなど発生源対策を講じることに
より施設稼働の超低周波音による影響は低減される。した
がって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又
は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果は環境保全目標を満足している。ただし、「低

周波音問題対応の手引書（平成16年6月 環境省）」に示さ
れた参照値を超過している周波数があることから、超低周
波音についての苦情が発生した際は超低周波音への対応は
丁寧かつ慎重に行っていくものとする。

したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。
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環境
要素

調 査 予 測

施
設
関
連
車
両
の
走
行

平日の施設関連車両の走行による振動レベルは、昼
間平均 31dB～35dB、夜間平均 27dB～31dBと予測さ
れた。

資
材
等
運
搬
車
両
の
走
行

資材等運搬車両の走行による振動レベルは昼間平均
32dB～36dB、夜間平均 28dB～30dBと予測された。

資材等運搬車両（現西部工場解体時）と施設関連車
両の走行による相互影響の振動レベルは、昼間平均
32dB～35dB、夜間平均 29dB～31dBと予測された。

環境影響
要因の区分

建
設
工
事
の
実
施

(1)振動の状況
<文献資料調査>
・道路沿道付近

N-6（国道202号 今宿青木1020-1）の振動レベルは
要請限度（昼間：65dB、夜間：60dB）を満足してい
た。

<現地調査>
・敷地境界付近

N-2（北側敷地境界）及びN-3（南東側敷地境界）で
は規制基準（60dB）を満足していた。
・道路沿道付近

N-4（西部工場 第２駐車場入口）、N-5（西市民
プール）の両地点で要請限度（昼間：65dB、夜間：
60dB）を満足していた。

(2)地盤の状況
<文献資料調査>
・敷地境界付近

現有施設（西部資源化センター）建設時における地
質調査により得られた掘削壁面地質想定展開図によれ
ば、調査地点の周辺の地質構成は表層より未固結地盤
であるマサの盛土、その下位に未固結地盤である崖錐
性堆積物が薄く分布、さらにその下位に固結地盤の花
崗岩が存在する。
・道路沿道付近

N-4、N-5、N-6及びN-7の調査地点の周辺は、表層地
質図によれば、固結地盤である地深成岩類（黒雲母花
崗岩）となっている。
<現地調査>
・道路沿道付近

地盤卓越振動数が15 Hz以下であるものは軟弱地盤
と評価されるが、N-4で19.7Hz、N-5で19.2 Hzであっ
た。

(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る
状況
<文献資料調査>

N-6（国道202号 今宿青木1020-1）の交通量は、約
40,000台/日（大型車：約3,300台/日、小型車：約
37,000台/日）であった。

建設工事の実施の予測結果は、対象事業実施区域の
敷地境界において29～41dBと予測された。

建設工事の実施（現西部工場解体時）と施設の稼働
による相互影響の振動レベルについて、敷地境界では
34～41dBと予測された。

振
動

工
事
の
実
施

存
在
・
供
用

施
設
の
稼
働

敷地境界での予測振動レベルは、昼間(8～19時)29
～35dB、夜間(19～翌8時)29～35dBと予測された。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・使用する建設機械は低振動型建設機械を採用し、低振動
となる工法を検討する。

・工事工程等を十分検討し、建設機械の集中稼働を避け、
建設機械の効率的利用に努める。

・建設機械が所定の性能を発揮できるように建設機械の維
持管理に努める。

・建設機械は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリ
ング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。

・工事区域等で振動のモニタリングを実施する。

・資材等運搬車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。特に、周辺道路においては速度を十分に落として走行
することとし、振動の低減に努める。

・工事実施段階では、資材等運搬車両が集中しないよう搬
入時期・時間の分散化に努める。

・工事実施段階では、資材等運搬車両が集中しないよう搬
入ルートの分散化に努める。

・工事関係者の通勤は相乗とすることにより通勤車両台数
の抑制に努める。

・資材等運搬車両のアイドリングストップを徹底する。

・振動の発生源である機器等は、屋内に設置する。

・特に大きな振動の発生源周辺では、防振架台、防振ゴム
の設置等の防振対策を実施する。

・振動の発生源である機器には防振対策を講じ、それらの
機器に接続する配管・ダクト類についても可とう継手、振
れ止め等により、構造振動の発生を抑制する。

・日常点検等の実施により、設備の作動を良好な状態に保
つ。

・施設関連車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。特に、周辺道路においては速度を十分に落として走行
することとし、振動の低減に努める。

・施設関連車両が集中しないよう搬入時間の分散化に努め
る。

・施設関連車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努
める。

・施設関連車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイ
ドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、振動発生機器等は屋内に設置

は、防振架台、防振ゴムの設置等の防振対策を行うなどに
より施設稼働の振動による影響は低減される。したがっ
て、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又は低
減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果は、すべての予測地点で環境保全目標（昼間：

60dB、夜間：55dB）を下回った。また、各地点ともに人が
日常生活において振動を感じる程度(閾値55dB)を下回って
いることから、現況を悪化させるものではないと考える。
したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が図
られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、施設関連車両の搬入時間帯の

分散化、搬入ルートの分散化などに努めることから、施設
関連車両の振動による影響は低減される。したがって、環
境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又は低減が図
られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果と環境保全目標（昼間：65dB、夜間：60dB）を

比較すると、両地点で環境保全目標（昼間：65dB、夜間：
60dB）を下回っており、振動レベルの増加量も0～1dBであ
るため、現況を著しく悪化させるものではないと考える。
したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が図
られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
建設工事の実施にあたっては、低振動型建設機械の使用

し、建設機械や工事時期の集中を避ける等の振動防止対策
を実施することにより、建設工事の実施による影響は低減
される。したがって、環境への影響は事業者の実行可能な
範囲で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
対象事業実施区域の敷地境界においては29～41dBと予測

され、環境保全目標(75dB)を下回るものであることから環
境の保全に係る基準又は目標との整合が図られているもの
と評価する。また、建設工事の実施（現西部工場解体時）
と施設の稼働による相互影響の振動レベルは、34～41dBと
予測され、環境保全目標(75dB)を下回るものであった。

なお、予測は振動レベルが高くなる時期を対象としたも
のである。建設工事の実施にあたっては、建設機械や工事
時期の集中を避けるなど環境保全措置を講じることによ
り、さらなる振動レベルの低下に努める。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、資材等運搬車両の搬入時間帯

の分散化、搬入ルートの分散化などの対策を講じることか
ら、資材等運搬車両の振動による影響は低減される。した
がって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又
は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果と環境保全目標を比較すると、N-4及びN-5では

環境保全目標（昼間：65dB、夜間：60dB）を下回ってお
り、振動レベルの増加量も0～1dBと小さく、現況を著しく
悪化させるものではないと考える。また、建設工事の実施
（現西部工場解体時）と施設の稼働による相互影響の振動
レベルの増加量は0～1dBと小さく、環境保全目標（昼間：
65dB、夜間：60dB）を下回るものであった。

したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。

なお、資材等運搬車両の走行にあたっては、資材等運搬
車両の搬入時間帯及び搬入ルートの分散化など、環境保全
措置を講じることにより、振動レベルの低下に努める。

事後調査
は実施し
ない。

事後調査
は実施し
ない。
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環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

施
設
の
稼
働

（

煙
突
排
出
ガ
ス
に
よ
る
影
響
）

(1)悪臭の状況（一般環境）
<現地調査>

対象事業実施区域及びその周辺の４地点で調査を実
施したが、試料採取時に特徴的な臭気は認められな
かった。

調査の結果については、特定悪臭物質22物質すべて
の項目が定量下限値未満であり、臭気指数についても
10未満であった。

(2)気象の状況（地上気象、上層気象）
<現地調査>

気象の調査期間中（令和４年10月１日～令和５年９
月30日）で気温が最も高かったのは、悪臭調査をした
８月で最高気温は37.6℃、平均気温29.5℃であった。

風向について、夏季（６月～８月）は南北方向の風
が多くみられた。

上層気象について、夏季調査では、接地逆転層の出
現はみられなかった。

煙突排出ガスによる影響について予測した結果、最
大着地臭気濃度は風下660ｍ付近に出現し、臭気指数
は10未満（臭気濃度は10未満）となった。臭気強度と
特定悪臭物質濃度の関係より、悪臭防止法の「敷地境
界線における特定悪臭物質濃度に係る規制基準」につ
いても下回るものと考える。

悪
臭

存
在
・
供
用

施
設
の
稼
働

（

休
炉
時
の
脱
臭
装
置
出
口
か
ら
の

排
出
ガ
ス
に
よ
る
影
響
）

休炉時には、ごみピットの悪臭が漏洩しないよう脱
臭装置に吸引・処理し、大気へ放出する。

休炉時の脱臭装置出口からの排出ガスによる影響に
ついて予測した結果、最大着地臭気濃度は風下180ｍ
付近に出現し、臭気指数は10未満（臭気濃度は10未
満）となった。臭気強度と特定悪臭物質濃度の関係よ
り、悪臭防止法の「敷地境界線における特定悪臭物質
濃度に係る規制基準」についても下回るものと考え
る。

施
設
の
稼
働

（

施
設
設
備
等
に
よ
る
悪
臭
の
影
響
）

計画施設のプラットホ－ム出入り口にはエアカーテ
ンを設置して、臭気の漏洩を防止する。

ごみピットは、外部との開口部分を必要最小限とす
るため投入扉を設置して悪臭の漏洩を防止し、また、
ごみピットから発生する臭気については、燃焼空気と
してピット内から吸引することにより、ピット内を負
圧に保ち臭気が外部に漏れることを防止する。吸引し
た臭気については、炉内のごみの燃焼とともに酸化分
解する。

また、計画施設の供用時には、既存施設と同様の臭
気対策を講ずることから、既存施設での悪臭調査結果
と同等の状況になると考えられる。

調査結果によると、既存施設での特定悪臭物質濃度
及び臭気指数は、それぞれ悪臭防止法に基づく規制基
準値及び福岡市悪臭対策指導要綱に定める指導基準を
下回ることから、計画施設での特定悪臭物質濃度及び
臭気指数は規制基準値等を下回ると予測される。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・プラットホ－ム出入り口にはエアカーテンを設置して、
臭気の漏洩を防止する。

・ごみピットに投入扉を設置し、ピット内を負圧に保つこ
とにより臭気の漏洩を防止する。

・ピット室内の臭気を含む空気は燃焼用空気として焼却炉
の中へ送り込み高温で分解処理する。

・計画施設の休炉時には、ごみピットの悪臭が漏洩しない
よう脱臭装置に吸引・処理し、大気へ放出する。

・設備の日常点検や定期点検を実施し、機能維持を図る。

<回避又は低減に係る評価>
予測結果に示したように、悪臭の漏洩防止対策の実施、

徹底を図る計画であることから、悪臭の影響は低減され
る。したがって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲
で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
計画施設からの悪臭漏洩を防止するため、既存施設と同

様にプラットホーム出入口へのエアカーテンの設置、ごみ
ピットへの投入扉の設置、ピットから発生する臭気の燃
焼、分解処理などの環境保全措置を実施することから、計
画施設による影響と既存施設による影響に変化は生じない
もの考えられ、環境保全目標(臭気指数10、敷地境界線にお
ける特定悪臭物質濃度に係る規制基準)を下回るものと予測
されることから、環境の保全に係る基準又は目標との整合
が図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
計画施設では、煙突排出ガスは炉内のごみの燃焼ととも

に酸化分解し、無臭化する計画であることから、悪臭の影
響は低減される。したがって、環境への影響は事業者の実
行可能な範囲で回避又は低減が図られているものと評価す
る。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果は、拡散効果の低い気象条件であっても臭気の

最大着地濃度は煙突より風下660ｍで臭気指数は10未満と予
測され、環境保全目標(臭気指数10、敷地境界線における特
定悪臭物質濃度に係る規制基準)を下回るものであることか
ら環境の保全に係る基準又は目標との整合が図られている
ものと評価する。

<回避又は低減に係る評価>
休炉時に使用する脱臭装置は、日常点検等の実施により

装置の作動を良好な状態に保つ計画であり、悪臭の影響は
低減される。したがって、環境への影響は事業者の実行可
能な範囲で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測結果は、拡散効果の低い気象条件であっても臭気の

最大着地濃度は脱臭装置出口より風下180ｍで臭気指数は10
未満と予測され、環境保全目標(臭気指数10、敷地境界線に
おける特定悪臭物質濃度に係る規制基準)を下回るものであ
ることから環境の保全に係る基準又は目標との整合が図ら
れているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

事後調査
は実施し
ない。
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環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

(1)濁度又は浮遊物質量の状況
<文献資料調査>
濁水が流入する可能性のある下流側公共用水域の調査
地点である壱岐橋及び上鯰川橋における浮遊物質量
（SS）は、各年度（H30～R4年度）の平均値でそれぞ
れ3～5mg/L、3～6mg/Lであった。
<現地調査>
・濁度

W-１（広石池上池流入部）：1.9～23度
W-２（広石池下池流出部）：5.2～240度
W-３（鯰川）：1.8～50度

の範囲であった。
・浮遊物質量（SS）

W-１（広石池上池流入部）：9.0～58mg/L
W-２（広石池下池流出部）：25～470 mg/L
W-３（鯰川）：13～150 mg/L

の範囲であった。

(2) 流れの状況
<現地調査>
・流量

W-１（広石池上池流入部）：0.0059～0.15 m3/s

W-２（広石池下池流出部）：0.0048～0.21 m3/s

W-３（鯰川）：0.0046～0.11m3/s
の範囲であった。

(3) 気象の状況
<文献資料調査>
・福岡地域気象観測所における過去10年間（平成26年
～令和５年）の降水量

  年間最大降水量 ：2420.5mm
    日最大降水量 ： 236.0mm
    １時間最大降雨量： 68.0mm
<現地調査>
・調査時の降雨量（福岡地域気象観測所）
    調査時の積算降水量：50.5mm
    １時間最大降雨量 ：21.5mm

(4) 土質の状況
<現地調査>

沈降試験の濁水の浮遊物質量の初期濃度を2000mg/L
としたところ、 B-1 （西部工場）は 6分経過後に
186mg/L、B-2（西部資源化センター） は 30分後に
168mg/L まで濁水の浮遊物質量が低下し、想定放流水
質である200mg/Lを下回った。

降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然
沈降後の上澄み水を放流するものとし、浮遊物質量
（SS）200mg/L以下として放流する。

予測結果は、W-１（広石池上池流入部）で93mg/L、
W-２（広石池下池流出部）で434mg/L、W-３（鯰川）
で173mg/Lであり現況から著しい上昇はみられなかっ
た。

水
質

工
事
の
実
施

建
設
工
事
の
実
施
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然沈降
後の上澄み水を放流するものとし、浮遊物質量（ SS）
200mg/L以下として放流する。

・沈砂池の堆砂は、定期的に除去して、沈砂池の機能を確
保する。

・造成範囲外の雨水等が沈砂池等に流入することがないよ
う、側溝や土嚢などを設置して、造成範囲内の雨水と分離
する。

・工事工程、内容により、著しく濁った濁水の発生が予想
される場合など、必要に応じて濁水処理プラントの設置を
検討する。

・工事中の降雨時において、裸地から発生する濁水につい
ては、沈砂池等の出口で定期的に監視する。なお、発生す
る濁水が著しく濁っている場合については、濁水処理プラ
ントの設置を検討する。

・沈砂池等への負荷を低減するため、造成範囲を区画割り
し、区画ごとに仮沈砂池等を設けることにより濁水の前処
理の工程を設定し、濁水の発生・流出を防止する。

・工事にあたっては、沈砂池等を可能な限りスケールアッ
プすることにより、濁水のＳＳ濃度を低下させ公共用水域
への影響を低減させる。

・特にコンクリートによる地下構造物工事施工時等で発生
するアルカリ性の排水は、中和装置によりpHは5.8～8.6に
調整して放流する。

・現西部工場の解体工事において発生するダイオキシン類
等の洗浄汚染水は、循環使用し、洗浄終了後に産廃処理す
る。公共用水域には流さない。

・上記に示した濁水に係る環境保全措置の効果が十分では
ないと判断される場合には、沈砂池等に汚濁防止膜の設置
など追加の環境保全措置を講じる。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
事業の実施にあたっては、沈砂池等を設置し滞留させ、

自然沈降後の上澄み水を放流することにより濁水の発生を
抑制し、浮遊物質量（SS）200mg/L以下として放流すること
により、濁水による影響は低減される。また、造成範囲外
の雨水等が沈砂池等に流入することがないよう、側溝や土
嚢などを設置して、造成範囲内の雨水と分離することによ
り、濁水発生量を減少させる。

したがって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で
回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然沈降

後の上澄み水を放流するものとし、浮遊物質量（ SS）
200mg/L以下として放流する。一方、各調査地点の降雨時の
浮遊物質量（SS）は、最大でW-１（広石池上池流入部）で
58mg/L、W-２（広石池下池流出部）で470 mg/L、 W-３（鯰
川）で150 mg/Lとなっており、濁りが生じやすい河川と考
えられる。予測結果は、W-１（広石池上池流入部）で
93mg/L、W-２（広石池下池流出部）で434mg/L、W-３（鯰
川）で173mg/Lであることから現況から著しい上昇はみられ
ない。さらに沈砂池等を可能な限りスケールアップさせる
など環境保全措置を講じることから下流河川への影響は低
減される。

したがって、環境の保全に係る基準又は目標との整合が
図られているものと評価する。
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 環境
要素

調 査 予 測

建
設
工
事
の
実
施

(1) 動物相
<現地調査>

ほ乳類：7 目 10 科13 種
鳥類(一般鳥類)：13 目 29 科 57 種
鳥類(猛禽類)：2 目 3 科 10 種
両生類：1 目 3 科 5 種
は虫類：2 目 5 科 5 種
魚類：3 目 4 科 5 種
昆虫類：14 目 121 科 362 種
底生動物：18 目 35 科 68 種

(2) 重要な種及び注目すべき生息地
<文献その他の資料調査結果>
・重要な種

ほ乳類：確認されなかった。
鳥類(一般鳥類及び猛禽類)：26 種
両生類：確認されなかった。
は虫類：1 種
魚類：1 種
昆虫類：2 種
底生動物：1 種

・注目すべき生息地
対象事業実施区域の近隣地域には確認されなかっ

た。

<現地調査>
・重要な種

ほ乳類(2種)：ニホンザル、キツネ
鳥類(一般鳥類)(5種)：ヤマドリ、アオバト、コシ

アカツバメ、コサメビタキ、キビタキ
鳥類(猛禽類)(8種)：ミサゴ、ハチクマ、ツミ、ハ

イタカ、オオタカ、サシバ、ノスリ、ハヤブサ
両生類(1種)：ニホンアカガエル
は虫類：確認されなかった。
魚類(2種)：オオギンブナ、ミナミメダカ
昆虫類(5種)：ベニイトトンボ、オオミノガ、マイ

マイカブリ、ナガマルチビゲンゴロウ、ヤマトアシナ
ガバチ

底生動物(4種)：ナガオカモノアラガイ、エサキア
メンボ、オオミズムシ、スジヒラタガムシ

・生息環境の改変による影響
ニホンザル及びキツネは、

生息環境への影響は軽微であると予測される

移動経路の分断による影響は軽微と予
測される。

アオバト、コシアカツバメ及びコサメビタキは

影響は軽微であると予測させる。

ハヤブサについては、生態系の項を参照。

マイマイカブリは、

影響は軽微であると予測される。

・濁水による影響
ニホンアカガエル、オオギンブナ、ミナミメダカ、

ベニイトトンボ、ナガマルチビゲンゴロウ、エサキア
メンボ、オオミズムシ及びスジヒラタガムシは、

影響は軽微であ
ると予測される。

・影響が無いと予測されたもの
ヤマドリ及びキビタキは、

影響は無いと予測される。
ハヤブサを除く全ての猛禽類は、

生息環境への影響は無いと予測される。
オオミノガ及びヤマトアシナガバチは、

影響は無いと予
測される。

動
物

環境影響
要因の区分

工
事
の
実
施
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環境保全措置 評 価
事後
調査

事後調査
は実施し

ない

・切土・盛土の土工量を極力少なくする。

・降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然沈降
後の上澄み水を放流するものとし、浮遊物質（SS）200mg/L
以下として放流する。

・沈砂池の堆砂は、定期的に除去して、沈砂池の機能を確
保する。

・造成範囲外の雨水等が沈砂池等に流入することがないよ
う、側溝や土嚢などを設置して、造成範囲内の雨水と分離
する。

・工事工程、内容により著しく濁った濁水の発生が予測さ
れる場合など、必要に応じて濁水処理プラントの設置を検
討する。

・工事中の降雨時において、裸地から発生する濁水につい
ては、沈砂池等の出口で定期的に監視する。なお、発生す
る濁水が著しく濁っている場合については、濁水処理プラ
ントの設置を検討する。

・沈砂池等への負荷を低減するため、造成範囲を区画割り
し、区画ごとに仮沈砂池等を設けることにより濁水の前処
理の工程を設定し、濁水の発生・流出を防止する（図
9.6.3-2参照）。

・工事にあたっては、沈砂池等を可能な限りスケールアッ
プすることにより、濁水のSS濃度を低下させ公共用水域へ
の影響を低減させる。

・特にコンクリートによる地下構造物工事施工時等で発生
するアルカリ性の排水は、中和装置によりpHは5.8～8.6に
調整して放流する。

・上記に示した濁水に係る環境保全措置の効果が十分でな
いと判断される場合には、沈砂池等に濁水防止膜の設置な
ど追加の環境保全措置を講じる。

・解体撤去工事において発生するダイオキシン類等の洗浄
汚水は放流しない。洗浄汚水は循環使用し、洗浄終了後産
廃処理する。

・工事区域の周囲にはフェンスを張り、
中大型ほ乳類が敷地内に侵入することを防ぐととも

に、資材等運搬車両や施設関連車両は速度等の交通規則を
遵守する。

・改変区域以外の範囲での土地利用や不必要な草刈、隣接
する山林の林縁部に生育する樹木の伐採等の環境改変を行
わないよう、現場作業員に徹底する。

・工事後、施設周辺の樹木・植え込みには、現状と同程度
の植栽を行う。

・緑化にあたっては、地域遺伝子の保全のために出来るだ
け県内産の在来種を植栽するように努める。

<回避又は低減に係る評価>

濁水対策として降雨時に発生する濁水は沈砂池等
で滞留させ、自然沈降後の上澄み水を放流するものとし、
浮遊物質量（SS）200mg/L 以下として放流する。

工事を実施している区域の周囲にはフェンスを張り、
中大型哺乳類が敷地内に侵入すること

を防ぎ、資材等運搬車両や施設関連車両は速度等の交通規
則を遵守する。

改変区域以外の範囲での土地利用や不必要な草刈、隣接
する山林の林縁部に生育する樹木の伐採等の環境改変を行
わないよう、現場作業員に徹底する。

計画施設周辺の樹木・植え込みには、現状と同程度の植
栽を行うことにより、

餌動物の生息環境を創出するとともに、移動
経路を早期に復元する等の実施により、環境への影響は事
業者の実行可能な範囲内で、回避又は低減が図られている
ものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
環境保全措置を講じることで、周辺緑化や水辺環境との

連続性を考慮した緑地整備・管理を行い、生物の生息・生
育空間の創出、生態系ネットワークの形成に配慮すること
により、動物への影響は影響がない又は軽微であると予測
される。したがって、環境保全に係る基準又は目標との整
合が図れているものと評価する。
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環境
要素

調 査 予 測

・生育環境の改変による影響
タシロランは、

工事の実施によ
り、生育環境の直接改変の影響は生じると予測され
る。

ハイチゴザサの生育環境は

直接改変による影響は無い
と予測される。降雨時に発生する濁水は最終的に広石
池へ流入して生育環境が悪化する恐れがあるが、環境
保全措置を講じることにより影響は軽微であると予測
される。

シタキソウ及びマルバノホロシの

影響は無いと予測される。

(1) 植物相
<現地調査>

シダ植物：16 科 41 種
裸子植物：4 科 8 種
被子植物：110 科 461 種

(2) 植生の状況
<文献その他の資料調査結果>

航空写真を判読することにより調査地域内の分布
状況を把握した。

<現地調査>
  改変区域の南西側は急傾斜の斜面が広がり、尾根部
から斜面部ではツブラジイ等の常緑広葉樹が優占する
シイ・カシ二次林とコナラ等の落葉樹が優占するコナ
ラ群落が分布していた。それら両者の接する範囲には
大型のシダ植物であるウラジロ、コシダが繁茂するウ
ラジロ－コシダ群落がパッチ状に分布していた。その
他スギ・ヒノキ植林やテーダマツ植林が尾根部から谷
部にかけて連続的に分布していた。
  改変区域東側にあるため池（広石上池）周辺では、
オオタチヤナギ群落やヒトモトススキ群落等の多様な
湿生植物群落が生育していた。
  改変区域周辺の施設の敷地境界部や道路際の緑地に
は、様々な植栽種からなる植栽樹群が分布していた。
また、空地では路傍・空地雑草群落が見られ、調整池
や山際の側溝ではそれぞれヨシ群落やヒメガマ群落が
生育していた。

(3)重要な種及び重要な群落
<文献その他の資料調査結果>

対象事業実施区域より北東側に1km離れた場所に生
育する熊野神社スダジイ(幹周350cm)が存在する。

<現地調査>
・重要な種及び重要な群落

タシロラン
ハイチゴザサ
シタキソウ
マルバノホロシ

重要な群落は、確認されなかった。

建
設
工
事
の
実
施

植
物

環境影響
要因の区分

工
事
の
実
施
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環境保全措置 評 価

<回避又は低減に係る評価>
ハイチゴザサに対しては、

生息環境が悪化
する恐れがある。そのため、濁水対策として降雨時に発生
する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然沈降後の上澄み水を
放流するものとし、浮遊物質量（SS）200mg/L 以下として
放流する。

重要種タシロランに
ついては、生育環境が消失するため移植を講ずる。工事に
より改変される場所に生育する株を採取し、生育適地に移
植することで生育個体を保全する。

改変区域以外の範囲での土地利用や不必要な草刈、隣接
する山林の林縁部に生育する樹木の伐採等の環境改変を行
わないよう、現場作業員に徹底する。

緑化にあたって、地域遺伝子の保全のために出来るだけ
県内産の在来種を植栽するように努める等の実施により、
環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、回避又は低
減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
環境保全措置を講じることで、周辺緑化や水辺環境との

連続性を考慮した緑地整備・管理を行い、生物の生息・生
育空間の創出、生態系ネットワークの形成に配慮すること
により、植物への影響はタシロランを除く全ての植物にお
いて影響が無いまたは軽微であると予測される。タシロラ
ンについては、菌従属栄養植物であり、野外での移植につ
いての事例は極めて少なく、不確実性は大きいことから移
植後の継続的な事後調査を実施し、適切な管理を行うこと
とする。したがって環境保全に係る基準又は目標との整合
が図られているものと評価する。

・切土・盛土の土工量を極力少なくする。

・降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然沈降
後の上澄み水を放流するものとし、浮遊物質（SS）200mg/L
以下として放流する。

・沈砂池の堆砂は、定期的に除去して、沈砂池の機能を確
保する。

・造成範囲外の雨水等が沈砂池等に流入することがないよ
う、側溝や土嚢などを設置して、造成範囲内の雨水と分離
する。

・工事工程、内容により著しく濁った濁水の発生が予測さ
れる場合など、必要に応じて濁水処理プラントの設置を検
討する。

・工事中の降雨時において、裸地から発生する濁水につい
ては、沈砂池等の出口で定期的に監視する。なお、発生す
る濁水が著しく濁っている場合については、濁水処理プラ
ントの設置を検討する。

・沈砂池等への負荷を低減するため、造成範囲を区画割り
し、区画ごとに仮沈砂池等を設けることにより濁水の前処
理の工程を設定し、濁水の発生・流出を防止する（図
9.6.3-2参照）。

・工事にあたっては、沈砂池等を可能な限りスケールアッ
プすることにより、濁水のSS濃度を低下させ公共用水域へ
の影響を低減させる。

・特にコンクリートによる地下構造物工事施工時等で発生
するアルカリ性の排水は、中和装置によりpHは5.8～8.6に
調整して放流する。

・上記に示した濁水に係る環境保全措置の効果が十分でな
いと判断される場合には、沈砂池等に濁水防止膜の設置な
ど追加の環境保全措置を講じる。

・解体撤去工事において発生するダイオキシン類等の洗浄
汚水は放流しない。洗浄汚水は循環使用し、洗浄終了後産
廃処理する。

・重要な植物（タシロラン）の生育環境が消失するため移
植を講ずる。工事により改変される場所に生育する株を採
取し、生育適地に移植することで生育個体を保全する。な
お、移植に当たっては専門家の意見を参考とする。

・改変区域以外の範囲での土地利用や不必要な草刈、隣接
する山林の林縁部に生育する樹木の伐採等の環境改変を行
わないよう、現場作業員に徹底する。

・緑化にあたっては、地域生態系の攪乱を防ぐために出来
るだけ県内産の在来種を植栽するように努める。

事後調査

< タ シ ロ ラ ン移
植株の生育状況
の確認>
調査時期：移植
後３年間を対象
とし、植栽株が
最も繁する夏季
に行う。
調査地点：移植
した地点。
調査方法：個体
の生存、開花・
結実の有無等に
つ い て 確 認 す
る。
評価方法：移植
後３年間におい
て生育が確認さ
れ る こ と に よ
る。また、専門
家に意見聴取を
行い、最終的な
評価を行う。
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環境
要素

調 査 予 測

・生息・生育基盤の改変の程度

・生息環境の改変による影響
ハヤブサは、

影響は軽微であると
予測される。

ホンドテンは、改変区域内の造成林等施設周辺を生
息地の一部として利用していることから、工事中には
生息環境が一時的に減少する。しかし、改変区域内の
主な自然環境である樹林及び草地の改変面積の割合は
わずかであることから、影響は軽微であると予測され
る。移動経路については、工事中には西側の山林から
東側の市街地へと続く連続性の一部が分断される。し
かし、周辺には緑の多い施設や造成林、緑のある団地
等、改変区域と同等かそれ以上に緑の多い環境が連続
的に存在しているため、影響は軽微であると予測され
る。

メジロは、改変区域内の造成林や施設内の植栽木を
利用していることから、工事中には生息環境が一時的
に減少する。しかし、改変区域の大部分は構造物が占
め、植栽樹群の改変割合はと低い。また、本種が繁殖
期に主に利用しているのは周辺の山林の樹林であり、
その改変面積の割合はわずかである。さらに、越冬期
に本種が主に利用している周辺の団地等は改変されな
いこと、また樹林は周辺に広く存在することから、影
響は軽微であると予測される。

チョウ類群集は、改変区域内である緑の少ない施設
の園芸品種の植物が植えられている緑地をよく利用し
ていることから、工事中にはチョウ類の生息環境の一
部が消失する。今回確認されたチョウ類の成虫及び幼
虫の餌となる植物は周辺地域にも生育していることか
ら、影響は軽微であると予測される。

(1) 動植物その他の自然環境に係る概況
<現地調査>
・動物相

動物の項を参照。

・植物相及び植生
植物相については植物の項を参照。
植物群落及び土地利用の状況について、15群落3土

地利用に区分された。

・生息・生育環境の区分及び分布
「丘陵地－樹林」：丘陵地の尾根や谷、斜面に広が

る常緑広葉樹二次林、落葉広葉樹二次林等によって構
成される。

「丘陵地－草地」：斜面や造成地法面に成立する乾
性草地によって構成される。
「丘陵地－施設・緑地・市街地」：西部工場等の施設
や学校、市街地等の人工構造物、植栽樹群等の緑地や
グラウンドによって構成される。

「丘陵地－池」：調整池及び周辺の造成地に成立す
る湿生落葉広葉樹林、抽水植物群落等によって構成さ
れる。

(2) 地域を特徴づける生態系に係る概況
・生態系の主な構成種

「丘陵地－樹林」では、ツブラジイやシロダモ等が
生育する常緑広葉樹二次林やコナラ等が生育する落葉
広葉樹二次林を中心とする植生が広がり、アカネズミ
やアナグマ、アオゲラ、キビタキ、タゴガエル、ヒラ
タクワガタ本土亜種、オオスズメバチ等の樹林性の動
物類が生息する。また、ホンドテンやイノシシ、キジ
バト、コゲラ、ニホンアカガエル、ニホンカナヘビ等
は「丘陵地－樹林」のみならず、隣接する「丘陵地－
草地」や「丘陵地－施設・緑地・市街地」も含め幅広
い環境で確認され、調査地域を広く一体的に生息環境
として利用していると考えられる。

・生態系の構成
調査地域は全体が丘陵地であり、一部を造成して西

部工場等の施設や住宅地、道路等の人工構造物や緑地
がつくられている。造成していない斜面には、常緑広
葉樹二次林や落葉広葉樹二次林、低木林、植林等の樹
林が広がり、一部の斜面や造成後の法面には乾性草地
が見られる。広石池上池、広石池下池及びその周辺で
は、湿生落葉広葉樹林や水生植物群落が成立してい
る。これらの環境において、植食性又は雑食性の小型
動物が植物を消費し、肉食性又は雑食性の中・大型動
物が小型動物を消費する食物連鎖の関係が形成されて
いる。

(3) 地域を特徴づける生態系の注目種・群集
・注目種・群集

上記に記載の内容を参考に下記に示す3種1群集を選
定した。

上位種：ハヤブサ
典型種：ホンドテン、メジロ、チョウ類群集

(4) 注目すべき生息生育環境
<文献その他の資料調査>

対象事業実施区域周辺には確認されなかった。

環境影響
要因の区分

建
設
工
事
の
実
施

工
事
の
実
施

生
態
系
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環境保全措置 評 価
事後
調査

事後調査
は実施し
ない

・切土・盛土の土工量を極力少なくする。

・降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞留させ、自然沈降
後の上澄み水を放流するものとし、浮遊物質（SS）200mg/L
以下として放流する。

・沈砂池の堆砂は、定期的に除去して、沈砂池の機能を確
保する。

・造成範囲外の雨水等が沈砂池等に流入することがないよ
う、側溝や土嚢などを設置して、造成範囲内の雨水と分離
する。

・工事工程、内容により著しく濁った濁水の発生が予測さ
れる場合など、必要に応じて濁水処理プラントの設置を検
討する。

・工事中の降雨時において、裸地から発生する濁水につい
ては、沈砂池等の出口で定期的に監視する。なお、発生す
る濁水が著しく濁っている場合については、濁水処理プラ
ントの設置を検討する。

・沈砂池等への負荷を低減するため、造成範囲を区画割り
し、区画ごとに仮沈砂池等を設けることにより濁水の前処
理の工程を設定し、濁水の発生・流出を防止する（図
9.6.3-2参照）。

・工事にあたっては、沈砂池等を可能な限りスケールアッ
プすることにより、濁水のSS濃度を低下させ公共用水域へ
の影響を低減させる。

・特にコンクリートによる地下構造物工事施工時等で発生
するアルカリ性の排水は、中和装置によりpHは5.8～8.6に
調整して放流する。

・上記に示した濁水に係る環境保全措置の効果が十分でな
いと判断される場合には、沈砂池等に濁水防止膜の設置な
ど追加の環境保全措置を講じる。

・解体撤去工事において発生するダイオキシン類等の洗浄
汚水は放流しない。洗浄汚水は循環使用し、洗浄終了後産
廃処理する。

・

・

・

・工事区域の周囲にはフェンスを張り、
中大型哺乳類が敷地内に侵入することを防ぐととも

に、資材等運搬車両や施設関連車両は速度等の交通規則を
遵守する。

・改変区域以外の範囲での土地利用や不必要な草刈、隣接
する山林の林縁部に生育する樹木の伐採等の環境改変を行
わないよう、現場作業員に徹底する。

・工事後、施設周辺の樹木・植え込みには、現状と同程度
の植栽を行う。

・緑化にあたっては、地域生態系の攪乱を防ぐために出来
るだけ県内産の在来種を植栽するように努める。

<回避又は低減に係る評価>
ハヤブサに対しては、

降雨時に発生する濁水が
流れ込むため、生息環境が悪化する恐れがある。そのた
め、濁水対策として降雨時に発生する濁水は沈砂池等で滞
留させ、自然沈降後の上澄み水を放流するものとし、浮遊
物質量（SS）200mg/L 以下として放流する。

工事の実施している区域の周囲にはフェンスを張り、ホ
ンドテン等の中大型哺乳類が敷地内に侵入することを防
ぎ、資材等運搬車両や施設関連車両は速度等の交通規制を
遵守する。

改変区域以外の範囲での土地利用や不必要な草刈、隣接
する山林の林縁部に生育する樹木の伐採等の環境改変を行
わないよう、現場作業員に徹底する。

計画施設周辺の樹木・植え込みには、現状と同程度の植
栽を行う。緑化にあたっては、地域遺伝子の保全のために
出来るだけ県内産の在来種を植栽するように努める等の実
施により、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、
回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
環境保全措置を講じることで、周辺緑化や水辺環境との

連続性を考慮した緑地整備・管理を行い、生物の生息・生
育空間の創出、生態系ネットワークの形成に配慮すること
により、動物への影響は影響がない又は軽微であると予測
される。したがって、環境保全に係る基準又は目標との整
合が図れているものと評価する。
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環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

・生態系への影響
「丘陵地－樹林」及び「丘陵地－草地」は主に改変

区域の周辺に成立し、その大部分は残存すると予測さ
れ、生産者である樹木や草本類等の各群落は十分に維
持され、低次消費者である草食の昆虫類や小動物の生
息環境の改変度合いは低く、その影響は軽微であると
予測される。

チョウ類については、「丘陵地－施設・緑地・市街
地」に植栽された園芸植物を餌資源として利用してい
るが、もともと人為的影響が極めて大きい人工的な環
境であり、本群集の餌となる植物は周辺地域にも普通
に生育していることから、地域個体群全体に与える影
響は軽微であると予測される。

中次消費者として位置づけられるメジロについて
は、繁殖期の主な生息環境である「丘陵地－樹林」の
改変面積の割合はわずかである。また、越冬期に本種
が主に利用していた「丘陵地－施設・緑地・市街地」
は、樹林環境が周辺に広く存在することから、本種の
移動能力を勘案すると生息環境の減少による影響は軽
微であると予測される。同様に中次消費者として位置
づけられるホンドテンについては、主な生息環境であ
る「丘陵地－樹林」及び「丘陵地－草地」の改変面積
の割合はわずかであり、それらの大部分は残存すると
予測される。また、移動経路についても、本種は人工
構造物の存在・供用をある程度受け入れて人工的な環
境に適応して生息していること、本種の移動能力を勘
案すると周辺にも十分な移動経路が確保されていると
考えられることから、事業による影響は軽微であると
予測される。

高次捕食者として位置づけられるハヤブサについて
は、

小中型鳥類
の主な生息地である「丘陵地－樹林」及び「丘陵地－
草地」の改変面積の割合はわずかであることから、事
業による影響は軽微であると予測される。

水域の「丘陵地－池」では、改変区域には抽水植物
群落がわずかに含まれる程度で、その大部分は改変さ
れずに残存するが、降雨時に発生する濁水は、調整
池、福寿谷川及び広石池へ流入して生息・生育環境が
悪化する恐れがある。しかし、発生する濁水は浮遊物
質量（SS）200mg/L 以下として放流する等の環境保全
措置を講じることにより、濁水の流入の影響を小さく
することから、影響は軽微であると予測される。

工
事
の
実
施

生
態
系

同上

建
設
工
事
の
実
施
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環境保全措置 評 価
事後
調査

事後調査
は実施し
ない

同上同上
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環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

景
観

存
在
・
供
用

施
設
の
存
在

(1)主要な眺望点の状況及び主要な自然的、歴史
的、文化的景観資源の状況
<文献資料調査>

主要な眺望点や自然的、歴史的、文化的景観資源は
いずれも対象事業実施区域外であり、事業による改変
はないことから、「主要な眺望点の状況及び主要な自
然的、歴史的、文化的景観資源の状況」について、環
境影響は受けないものと考えられる。

(2)主要な眺望景観の状況
<文献資料調査>

主要な眺望景観に対象事業実施区域は含まれないこ
と等から、「主要な眺望景観の状況」について、環境
影響は受けないものと考えられる。
<現地調査>

主要な眺望景観位置からの対象事業実施区域の視認
は困難である、または現西部工場の煙突が視認できる
が視野に占める範囲は狭い状況にあった。

(3)地域特性を踏まえた景観の状況
<現地調査>

対象事業実施区域の周辺地域からは既存施設の煙突
及び施設の一部が視認できる。L-2 県道561号線 中村
学園入り口付近及びL-3-2西の丘団地（工場北側その
１）では、落葉の季節に視認性が高くなる。

各予測地点からの仰角の予測結果は、L-1 一般国
道497号福岡西料金所併設ＰＡ、L-4-2福岡市立総合西
市民プール北側エントランス前、L-4-3福岡市立総合
西市民プール駐車場、L-5 野方中央公園（野方遺
跡）、L-6 生松台中央公園では圧迫感をあまり受け
ないが、L-2 県道561号線 中村学園入り口付近、L-3
西の丘団地及びL-4-1 福岡市立総合西市民プール県道
沿いでは施設の存在によりその他の地点では圧迫感を
受けるものと考えられる。

また、フォトモンタージュによる予測結果について
は、L-3西の丘団地では至近距離であることからやや
圧迫感があり眺望に変化が生じると予測された。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・計画施設は、背景となる山並みや自然環境に溶け込み、
調和するようなデザインとするために、圧迫感の軽減に配
慮した高さ・規模・形状とする。

・福岡市景観計画における景観形成方針及び基準を遵守す
るとともに、背景の山並みになじむよう、色彩（色相、明
度、彩度）に配慮する。

・植栽については、植栽（高木等）を充実させることで、
建物の景観に配慮し、できるだけ人工色を少なくするよう
工夫する。

・施設の建築計画においては、福岡市都市景観条例等に基
づき景観との調和や意匠に十分配慮する。

・周辺の自然環境と調和するものとするため、施設の前面
は植栽等に努めるなど、周辺からの見え方に配慮する。

・計画施設等は、明るく清潔なイメージ、機能的なレイア
ウト、より快適安全な室内環境、部位に応じた耐久性等に
留意し、各部のバランスを保った合理的な計画で、統一し
たイメージにする。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
予測の結果、L-2 県道561号線 中村学園入り口付近、L-3

西の丘団地、L-4-1 福岡市立総合西市民プール県道沿いで
は施設の存在により圧迫感があり、眺望景観に変化が生
じ、景観への影響が生じるものと予測されることから、
「周辺環境への調和」や「美観の保持」による環境保全措
置を講じることにより施設の存在による影響を低減させ
る。

したがって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内
で、回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測の結果、L-2 県道561号線 中村学園入り口付近、L-3

西の丘団地、L-4-1 福岡市立総合西市民プール県道沿いで
は施設の存在により圧迫感があり眺望景観に変化が生じ、
景観への影響が生じるものと予測されることから、「周辺
環境への調和」や「美観の保持」による環境保全措置を講
じることとしている。

したがって、「福岡市景観計画」における「景観計画に
定める行為の制限」や「福岡市環境配慮指針（改定版）」
における「環境配慮事項」を満足することから、環境保全
に係る基準又は目標との整合が図れているものと評価す
る。
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環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場

存
在
・
供
用

施
設
の
存
在

(1)人と自然との触れ合いの活動の場の状況
<文献資料調査>

「にしく楽しくウォーキングマップ」(福岡市ホー
ムページ)、「西区の宝」（福岡県ホームページ）等
の既存資料や対象事業実施区域周辺における現地踏査
により、人と自然との触れ合いの活動の場について８
地点を選定した。

(2)主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分
布、利用の状況及び利用環境の状況
<文献資料調査>

対象事業実施区域周辺の主要な人と自然との触れ合
いの活動の場として、西区ふれあいの森及び西区
ウォーキングコース（壱岐エリア）を選定した。
<現地調査>

上記の２地点に加え、登山ルートを現地調査により
把握したため調査地点に追加した。

西区ふれあいの森の利用について、登山の利用が最
も多かった。普段は地域住民の犬の散歩等での利用が
みられるが、あまり利用者は確認されなかった。野鳥
のさえずりも確認されたが、野鳥観察の利用者は確認
されなかった。

登山ルートは、西区ふれあいの森から「叶岳」を結
ぶルートであるが、利用者はほとんど確認されなかっ
た。現西部工場の稼働騒音は確認されなかった。メジ
ロなどの野鳥のさえずりが多く確認されたが、野鳥観
察の利用者は確認されなかった。

西区ウォーキングコース（壱岐エリア）の利用者
は、主に周辺住民であり、犬の散歩をしている方も多
く見られた。

西区ふれあいの森、登山ルート及び西区ウォーキン
グコース（壱岐エリア）について、主要な人と自然と
の触れ合いの活動の場及び自然資源の改変の程度、利
用性の変化、快適性の変化について予測した結果、環
境影響はない、または極めて小さいと予測された。
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環境保全措置 評 価
事後
調査

・計画施設は、背景となる山並みや自然環境に溶け込み、
調和するようなデザインとするために、圧迫感の軽減に配
慮した高さ・規模・形状とする。

・福岡市景観計画における景観形成方針及び基準を遵守す
るとともに、背景の山並みになじむよう、色彩（色相、明
度、彩度）に配慮する。

・植栽については、植栽（高木等） を充実させることで、
建物の景観に配慮し、できるだけ人工色を少なくするよう
工夫する。

・施設の建築計画においては、本評価書の予測結果を踏ま
え福岡市都市景観条例等に基づく福岡市都市景観計画及び
福岡市環境配慮指針との整合を図り、景観との調和や意匠
に十分配慮する。

・周辺の自然環境と調和するものとするため、施設の前面
は植栽等に努めるなど、周辺からの見え方に配慮する。

・計画施設等は、明るく清潔なイメージ、機能的なレイア
ウト、より快適安全な室内環境、部位に応じた耐久性等に
留意し、各部のバランスを保った合理的な計画で、統一し
たイメージにする。

・騒音振動の発生源である機器や日常点検等の実施によ
り、設備の作動を良好な状態に保つ。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
予測の結果、主要な人と自然との触れ合い活動の場への

影響は、影響がないまたは極めて小さいと予測される。ま
た、事業の実施にあたって、主要な人と自然との触れ合い
の活動の場に対して地形の改変や新たな施設の建設はな
く、「周辺環境への調和」や「適切な運転管理」等による
環境保全措置を講じることにより施設の存在による影響を
低減させる。
したがって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内
で、回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
予測の結果、主要な人と自然との触れ合い活動の場への

影響は影響がないまたは極めて小さいと予測される。ま
た、「周辺環境への調和」や「適切な運転管理」等による
環境保全措置を講じることとしている。

したがって、「福岡市景観計画」における「景観計画に
定める行為の制限」や「福岡市環境配慮指針（改定版）」
における「環境配慮事項」を満足することから、環境保全
に係る基準又は目標との整合が図れているものと評価す
る。
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 環境
要素

調 査 予 測
環境影響

要因の区分

工
事
の
実
施

建
設
工
事
の
実
施

資源化センター解体時及び現西部工場解体時におけ
る建設副産物の発生量は、89,565トン、再資源化量
は、 82,913トンで、解体工事全体の再資源化率は
92.6％と予測される。

計画施設の建設工事時に発生する副産物発生量は、
809.5トンと予測される。再資源化量は、758.5トン
で、建設工事全体の再資源化率は93.7％と予測され
る。また、建設混合廃棄物は196.5トンで、その排出
率は全体の24.3％と予測される。

建設発生土の発生量は、メーカーアンケートを基に
して算出すると、151,847トンと予測される。

(1)発生する廃棄物等の種類
<文献資料調査>
・ごみ焼却施設建設時に発生する廃棄物等の種類
（産業廃棄物）

がれき類(アスファルト・コンクリート塊等)、ガラ
スくず等(廃石膏ボードを含む)、廃プラスチック類、
金属くず、紙くず、木くず、混合廃棄物、建設発生土

・ごみ焼却施設及び不燃物破砕施設の解体時に発生す
る廃棄物等の種類
（産業廃棄物）

燃え殻、汚泥がれき類(アスファルト・コンクリー
ト塊等)、ガラスくず等(廃石膏ボードを含む)、廃プ
ラスチック類、金属くず、紙くず、木くず、混合廃棄
物、建設発生土
（特別管理産業廃棄物）

廃石綿等、有害産業廃棄物(ばいじん、汚泥)

(2) 種類ごとの発生抑制の方法及び循環的な利用
に関する技術
<文献資料調査>
・建設リサイクル推進計画2020

国土交通省では、国及び地方公共団体のみならず民
間事業者も含めた建設リサイクルの関係者が、今後、
中期的に建設副産物のリサイクルや適正処理等を推進
することを目的としている。この計画では、国土交通
省直轄工事に加え、各地方の状況に応じて協議会構成
機関が実施する全ての建設工事が対象となっており、
循環型社会の構築の観点から、各地方ごとに目標が定
められている。

・循環のまち・ふくおか推進プラン（第5次福岡市一
般廃棄物処理基本計画）

令和12年度までに、令和元年度に比べ、ごみ処理量
を3.5万トン削減する目標を掲げており、目標の達成
に向け、市民・事業者・行政の適切な役割分担のも
と、発生抑制、再使用に重点をおいた３Ｒの取組みを
推進するとともに、可燃ごみ組成の上位３品目である
古紙、プラスチックごみ、食品廃棄物の３種類を重点
３品目と位置付け、重点的に減量施策を実施してい
る。

(3) 種類ごとの処分又は循環的な利用に供する施
設の状況
<文献資料調査>
（産業廃棄物）

令和３年度における福岡市内の産業廃棄物の発生量
は、約121万トンとなっており、令和２年度に比べ約
22万トン（約15％）減少している。
（一般廃棄物）

令和４年度のごみ処理量は、家庭系ごみ約28万３千
トン、事業系ごみ約22万３千トン、合計約50万６千ト
ンとなり、前年度と比べて約４千トン減少している。
また、ごみリサイクル量の内訳は、令和４年度のごみ
リサイクル率は30.5％となっており、前年度と比べて
1.7％低下しているが、経年的にはほぼ横ばいとなっ
ている。ごみ処理に伴い発生する廃棄物量、処分量等
について、全体の処分量は経年的には減少傾向にあ
る。

廃
棄
物
等

存
在
・
供
用

施
設
の
稼
働

計画施設の稼働により発生する廃棄物等発生量は、
焼却灰11,273(t/年)、
飛灰6,880(t/年)

と予測される。なお、発生した廃棄物等から可能な限
り減量し埋立処分を行う。
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環境保全措置 評 価

事後
調査

・有効利用推進のための分別排出を徹底し、現場作業員へ
の周知徹底及び適切な指導を行う。

・建設工事に伴い発生した廃棄物については「廃棄物の処
理及び清掃に関する法律」及び「建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律」等の関係法令を遵守し、適正な処
理、処分を実施するとともにリサイクルに努める。

・建設廃棄物の発生抑制を考慮した設計、工法及び材料を
可能な限り選定する。

・「建設リサイクル推進計画2020」（国土交通省）で示さ
れた再生利用率等以上の再資源化を目指す。

・掘削土砂は、対象事業実施区域内で利用することを優先
し、余剰分（残土）は適正に処理処分する。

・現西部工場の解体時には煙突内筒やプラントの内部の除
染を徹底することによりダイオキシン類を含む粉じんの飛
散を防止するとともに、可能な限り再資源化に努める。

・施設の維持管理や管理事務に伴い発生する廃棄物は、発
生量の抑制に努める。

・廃棄物の搬出は、飛散防止のために覆い等を設けた適切
な運搬車両を用いる。

・廃棄物は適正に処理・処分する。

<回避又は低減に係る評価>
建設工事の実施にあたっては、廃棄物等の有効利用推進

のための分別排出を徹底し、現場作業員への周知徹底及び
適切な指導を行う。また、「建設リサイクル推進計画
2020」（国土交通省）で示された再生利用率等以上の再資
源化を目指すことにより、建設工事の実施による影響は低
減される。したがって、環境への影響は事業者の実行可能
な範囲で回避又は低減が図られているものと評価する。

<基準又は目標との整合性に係る評価>
資源化センター解体時及び現西部工場解体時及び計画施

設の建設工事時に発生する予測結果は、「建設リサイクル
推進計画2020」の目標（2024年目標）を一部満たしていな
いが、分別を徹底し建設混合廃棄物の量を減少させるなど
環境保全措置を講じることにより再資源化率等は向上する
ものと考える。

したがって、「建設リサイクル推進計画2020」（国土交
通省）で示された目標を満足することから、環境保全に係
る基準又は目標との整合が図れているものと評価する。

<回避又は低減に係る評価>
計画施設からの廃棄物等の発生量は、焼却灰11,273(t/

年)、飛灰6,880(t/年)と予測される。
焼却残渣（焼却灰、飛灰）は計画施設の維持管理において
可能な限り削減する計画である。また、循環のまち・ふく
おか推進プランによりごみ減量促進を促すなどしていくこ
とから、施設の稼働による影響は低減される。したがっ
て、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で回避又は低
減が図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

事後調査
は実施し
ない。

・循環のまちふくおか推進プランに基づき、廃棄物の発生
抑制や再使用に重点に置いた３Rの取り組みを推進すること
により、ごみ処理量を減少させ、焼却灰等廃棄物の発生を
抑制させる。
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環境
要素

調 査 予 測

存
在
・
供
用

施
設
の
稼
働

（一般廃棄物の焼却、廃棄物の焼却）

CO2排出量（tCO2）=（廃棄物の種類ごとに）廃棄物焼

却量(t)

×単位焼却当たりのCO2排出量(tCO2/t)

（ 燃料の使用 ）

CO2排出量（tCO2）=（燃料の種類ごとに）燃料使用量

(kLまたはt)

×単位使用当たりのCO2排出量(tCO2/ kLまたはt)

（ 電気の使用 ）

CO2排出量（tCO2）=電気使用(発電)量(kWh)×単位使

用(発電)量当たりのCO2排出量(tCO2/kWh)

施設の稼働に伴う温室効果ガス等排出量（tCO2）

は、

計画施設の稼働：44,631 tCO2
と算出された。
なお、既存施設と計画施設の稼働に伴う温室効果ガス
等排出量の削減率は、一般廃棄物等1tあたり35.5％削
減と予測される。

資
材
等
運
搬
車
両
の
走
行

資材等運搬車両の走行に伴う温室効果ガス等排出量

（tCO2）は、

資源化センター解体工事：1,646 tCO2

計画施設建設工事 ：  212 tCO2

現西部工場解体工事 ：  926 tCO2

合計排出量2,783 tCO2と算出された。

環境影響
要因の区分

建
設
工
事
の
実
施

(1)温室効果ガス等の排出係数その他の温室効果
ガス等の排出量や削減量等の算定に係る原単位の
把握
<文献資料調査>

温室効果ガス等の排出量の算出については、建設工
事の実施、資材等運搬車両の走行、施設の稼働を対象
とした。

温室効果ガス等の排出量については、「温室効果ガ
ス排出量算定・報告マニュアル（ver5.0）」（令和６
年２月 環境省・経済産業省）を基に算出するものと
した。ただし、施設の稼働については既存施設の現西
部工場との比較を行うため、「温室効果ガス排出量算
定・報告マニュアル（ver4.9）」（令和５年４月 環
境省・経済産業省）の算出方法、排出係数を基に算出
した。

温室効果ガス等の排出要因として、建設工事の実
施、資材等運搬車両の走行については、燃料の使用を
対象とした。また、施設の稼働については、廃棄物の
焼却、燃料の使用、電気の使用（発電）を対象として
調査した。
温室効果ガスの排出量については、「温室効果ガス排
出量算定・報告マニュアル（ver5.0）」（令和６年２
月 環境省・経済産業省）に基づき以下の式により求
める。

建設工事の実施に伴う温室効果ガス 等排 出量

（tCO2）は、

資源化センター解体工事：1,529 tCO2

計画施設建設工事 ：1,603 tCO2

現西部工場解体工事 ：3,273 tCO2

合計排出量6,405 tCO2と算出された。

温
室
効
果
ガ
ス
等

工
事
の
実
施
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環境保全措置 評 価

事後
調査

・資材等運搬車両は、速度や積載量等の交通規則を遵守す
る。

・建設機械、資材等運搬車両のアイドリングストップを徹
底する。

・建設機械、資材等運搬車両は、低燃費車を積極的に導入
するよう指導する。

・使用電力量の抑制と発電効率の向上に努めることによ
り、売電量の維持・増加を図る。

・計画施設の屋上や屋根を利用して太陽光発電を行い、施
設内電力として利用する。

・太陽光等の再生可能エネルギーの活用を積極的に行う。

・モーターへのインバータの導入やLED照明器具等の省エネ
機器の導入により場内の消費電力を低減させる。

・敷地内の緑化に努める。

・二酸化炭素の分離回収・活用について調査・検討を行
う。

<回避又は低減に係る評価>

既存施設の稼働に伴う温室効果ガス排出量44,530tCO2/年

に対し、計画施設の稼働に伴い、44,631tCO2/年の温室効果

ガス排出量が予測された。また、既存施設の稼働に伴う一
般廃棄物等1tあたりの排出量0.411t/年/廃棄物tに対し、計
画施設の稼働に伴い、0.265 t/年/廃棄物tの温室効果ガス
排出量が予測され、削減率は35.5％となる。さらに、温室
効果ガスの排出量削減を図るため、ごみの排出量を削減、
使用電力量の抑制と発電効率の向上、脱炭素設備等の導入
検討を実施することによりエネルギー使用量の抑制等に努
める。これらの取り組みにより、計画施設の稼働に伴う温
室効果ガス等の排出量は低減されると考えられる。

したがって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で
回避又は低減が図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

<回避又は低減に係る評価>
建設工事の実施による建設機械の稼働に伴い、6,405

tCO2、資材等運搬車両の走行に伴い、2,783 tCO2の温室効

果ガス排出量が予測される。そのため、建設機械及び資材
等運搬車両のアイドリングストップを徹底し、適正な稼
動・走行を管理することにより温室効果ガス等の排出抑制
に努める。

したがって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で
回避又は低減が図られているものと評価する。

事後調査
は実施し
ない。

事後調査
は実施し
ない。
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第 12 章 その他規則で定める事項 

 

1 事業に必要な許認可等又は届出の内容及び根拠法令 

 

許認可等 根拠法令 

一般廃棄物処理施設設置届出 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の３ 

危険物貯蔵所・取扱所設置許可申請 消防法第 11 条 

計画通知(建築主事を置く市町村） 建築基準法第 18 条 

工事計画届出（ばい煙発生施設） 電気事業法第 48 条 

ばい煙発生施設設置届出 大気汚染防止法第６条 

水銀排出施設設置届出 大気汚染防止法第 18 条の 28 

特定施設設置届出 

ダイオキシン類対策特別措置法第 12 条 

騒音規制法第６条 

振動規制法第６条 

下水道法第 12 条の３ 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出 土壌汚染対策法第 4 条 

景観計画区域内における行為の届出 景観法 第 16 条 

特定工場新設届出 工場立地法第 6条 
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第 13 章 受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

 

環境影響評価に係る業務の受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地は以下のとおりで

ある。 

 

   名   称：株式会社 日建技術コンサルタント 九州支社 

   代表者氏名：支社長 藤島 義久 

   所 在 地：福岡県福岡市博多区網場町８番 23 号（朝日生命福岡昭和通ビル） 
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用語集 

【環境一般】 

・環境基準

人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準。国や地方公共団体が公

害対策を進めていく上での行政上の目標として定められるものであり、直接、工場等のばい煙や排水、

騒音の発生を規制する規制基準とは異なる。現在は、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音について定

められている。 

・規制基準

法律又は条例に基づいて定められた公害の原因となる行為を規制するための基準であり、工場等はこ

の基準を守る義務が課せられている。大気汚染防止法では「排出基準」、水質汚濁防止法では「排水基

準」、騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法では「規制基準」という用語が用いられている。規制基準は、

主に地域の環境基準を維持するために課せられる基準。 

【単位関係】 

・μg・ng・pg（まいくろぐらむ・なのぐらむ・ぴこぐらむ）

いずれも重量を表す単位。μg は百万分の一グラム、ng は十億分の一グラム、pg は一兆分の一グラム

を表す。 

・ppm（ぴーぴーえむ）

容積比を百万分率で表す単位で、例えば 1m3の大気中に 1cm3（百万分の 1m3）の汚染物質が存在する場

合、濃度は 1ppm となる。 

・m3N（のるまるりゅーべー）

標準状態（0℃、1 気圧）での空気等の体積。

・dB（でしべる）

音の強さ等の物理量をある標準的な基礎量と対比して、相対的な比較検討を行うのに用いる単位のこ

とであり、騒音や振動等のレベルを表すのに用いる。 

・TEQ（てぃーいーきゅー）

毒性の強さを加味したダイオキシン類の単位で、毒性等量を表す。

ダイオキシン類の量をダイオキシン類の中で最も毒性の強い 2.3.7.8－四塩化ダイオキシンの毒性等

量に換算した数値。 
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【大気質関係】 

・硫黄酸化物（二酸化硫黄） 

硫黄分を含む石油や石炭等が燃焼することによって生じ、大気中ではほとんどが二酸化硫黄として存

在し、四日市ぜんそく等の公害病や酸性雨の原因物質となる。 

近年、燃料中の硫黄分が減少しているため、ごく一部の地域を除いて大気中の物質濃度は低い状況で

ある。 

 

・窒素酸化物（一酸化窒素、二酸化窒素） 

窒素酸化物は物が燃焼するときに一般に発生する。大気中ではそのほとんどが一酸化窒素（NO）又は

二酸化窒素（NO2）として存在する。主な発生源は工場のボイラー等の固定発生源及び自動車等の移動発

生源である。特に自動車の排ガスによる二酸化窒素の高濃度は、呼吸器に悪影響を及ぼし酸性雨や光化

学大気汚染の原因となることから問題となっている。 

 

・浮遊粒子状物質 

大気中に浮遊する粒子物質のうち 10 ミクロン以下の粒子のことで、大気中に長時間滞留し、呼吸器

等人体に悪影響を及ぼす。主な発生源としては工場等から排出されるばい煙中に含まれるばいじんやデ

ィーゼル自動車から排出されるガス中の黒煙等のように人為的なものと、土壌の飛散や巻き上げ等の自

然発生源によるものに大別される。さらに、発生源から直接大気に放出される一次粒子と、硫黄酸化物・

窒素酸化物等のガス状物質が大気中で粒子状物質に変化した二次粒子に分けられる。 

 

・微小粒子状物質（PM2.5） 

大気中に浮遊している 2.5μm（1μmは 1mm の千分の 1）以下の小さな粒子のことで、従来から環境基

準を定めて対策を進めてきた浮遊粒子状物質（SPM：10μm 以下の粒子）よりも小さな粒子である。 

PM2.5 は非常に小さいため（髪の毛の太さの 1/30 程度）、肺の奥深くまで入りやすく、呼吸系への影

響に加え、循環器系への影響が指摘されている。 

 

・光化学オキシダント 

工場・自動車等から大気中に排出された窒素酸化物や炭化水素等の一次汚染物質が､太陽光線に含ま

れる強い紫外線を受けて光化学反応を起こし生成する、オゾンを主成分とし､PAN(peroxyacetyl 

nitrate:パーオキシアセチルナイトレート)、アルデヒド類など酸化性物質の混合物となるが、これら

を総称してオキシダントと呼ぶ。これらの物質からできたスモッグが光化学スモッグであり､日差しが

強く､気温が高く、風の弱い日中に発生しやすい。粘膜への刺激、呼吸器への影響など人に対する影響の

ほか､農作物などの植物に影響を与える。0.12ppm（1 時間値）が継続すると認められる場合には､光化学

スモッグ注意報が発令される。 

 

・塩化水素 

刺激臭を有する無色の気体で、水に非常によく溶け、水溶液が塩酸である。ガス状塩化水素は粘膜を

刺激し、結膜にも炎症を起こす。塩化ビニール樹脂の燃焼の際に多量に発生する。 

 

・ばいじん 

燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生するすす等の固体粒子の総称。 
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・ダイオキシン類 

一般的に、ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（PCDD）とポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）をまとめて

ダイオキシン類といい、コプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB）のようなダイオキシン類と同

様の毒性を示す物質をダイオキシン類類似化合物という。ダイオキシン類対策特別措置法においては、

PCDD 及び PCDF にコプラナーPCB を含めてダイオキシン類と定義されている。ダイオキシン類は、発が

んを促進する作用、甲状腺機能の低下、生殖器官の重量や精子形成の減少、免疫機能の低下を引き起こ

すことが報告されているが、人に対しても同じような影響があるのかどうかについては、まだよくわか

っていないため、人の健康影響に対する研究が引き続き実施されている。 

 

・大気安定度 

大気の安定性の度合いを指す。気温が下層から上層に向かって低い状態にあるとき、下層の大気は上

層へ移動しやすい。このような状態を「不安定｣という。また、温度分布が逆の場合は、下層の大気は上

層へ移動しにくい。このような状態を「安定｣という。例えば、晴れた日の日中は、地表面が太陽光線で

暖められ、それにより周辺大気も暖められるので下層の大気の方が上層より気温が高い状態になる。こ

れが夜間になると、地表面は放射冷却現象により冷却され、それに伴い周辺大気も冷却されることから、

下層の大気の方が上層より気温が低い状態になる。 

 

・バックグラウンド濃度 

事業の実施によって環境の状態がどのように変化するかを予測する場合は、当該事業による影響を受

けていない状況での代表的な環境の状態に、事業によって発生する環境負荷の寄与分を加算して予測を

行う。この「当該事業による影響を受けていない状況での代表的な環境の状態」のことをバックグラウ

ンドという。 

 

・年平均値 

年平均値は、一年間に測定された欠測を除くすべての 1時間値を合計した数値を、その測定時間数で

割って得られる平均値であり、大気汚染物質における一年間の平均的な汚染レベルを表す。なお、PM2.5
については、欠測日を除いた一年間に得られた日平均値を合計した数値を、その有効測定日数で割って

得られる平均値のことを指す。 

 

・長期的評価（長期平均濃度） 

「環境基準による大気汚染の評価（二酸化硫黄等）」（昭和 48 年 6 月 12 日 環大企 143 大気保全局長

通知）によると、「本環境基準による評価は、当該地域の大気汚染に対する施策の効果等を的確に判断す

るうえからは、年間にわたる測定結果を長期的に観察したうえで評価を行うことが必要である。」とし

ている。本事業では、長期濃度は影響濃度を年平均値として予測し、その影響を評価する。 

 

・短期的評価（短期濃度） 

「環境基準による大気汚染の評価（二酸化硫黄等）」（昭和 48 年 6 月 12 日 環大企 143 大気保全局長

通知）によると、「二酸化硫黄等の大気汚染の状況を環境基準にてらして短期間に評価する場合は、連続

してまたは随時に行った測定結果により、測定を行った日または時間についてその評価を行う。」とし

ている。本事業では、短時間高濃度は影響濃度を１時間値として予測し、その影響を評価する。  
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・日平均値の年間 98％値 

年間における 1 日平均値のうち、低い方から 98％に相当するものを指す。 

主には、二酸化窒素の環境基準における年間にわたる長期的評価方法として設定されており、1 日平

均値の年間 98％値が 0.06ppm 以下の場合は環境基準が達成され、0.06ppm を超える場合は環境基準が達

成されていないものと評価される。 

 

・日平均値の年間 2％除外値 

年間にわたる 1 時間値の 1 日平均値のうち、高い方から 2%の範囲にあるもの(365 日分の測定値があ

る場合は７日分の測定値)を除外した最高値を指す。 

主には、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質の環境基準における年間にわたる長期的評価の方

法として設定されている。 

 

 

【騒音・振動・超低周波音関係】 

・等価騒音レベル（LAeq） 

騒音レベルが時間とともに変化する場合、測定時間内でこれと等しい平均二乗音圧を与える連続定常

音の騒音レベル。ある時間内で観測されたすべての測定値のパワー平均値と考えてよい。表記は Leq。

この Leq は一般に主観的な騒音の大きさとの対応がよく、環境騒音の比較的長い期間、例えば数時間、

1 日、1 ヵ月などの騒音を代表する値として用いられる。 

・時間率騒音レベル、時間率振動レベル 

騒音（振動）レベルが、対象とする時間範囲のＮ％の時間にわたってあるレベル値を超えている場合、

そのレベルをＮパーセント時間率騒音（振動）レベルという。振動でも同様であり、単位は dB（デシベ

ル）。なお、50 パーセント時間率騒音レベル（LA50）を中央値、5 パーセント時間率騒音レベル（LA5）を

90 パーセントレンジの上端値、95 パーセント時間率騒音レベル（LA95）を 90 パーセントレンジの下端値

などという。建設作業騒音（建設作業振動）や工場騒音（工場振動）を表すときに用いられる。 

 

・要請限度 

騒音規制法・振動規制法においては、市町村長は指定地域内における自動車騒音・振動を低減するた

めに、測定に基づき、道路管理者などに意見を述べ、都道府県公安委員会に対して対策を講じるよう要

請することができるとしている。この判断の基準となる値を要請限度という。 

 

・超低周波音 

1 秒間に振動する回数を周波数といい、回数が多ければ高い音、少なければ低い音で聞こえる。音の

高さは周波数で表し、単位は Hz（ヘルツ）を用いる。概ね 1～100Hz の音を低周波音といい、その中で

も人の耳では特に聞こえにくい20Hz以下の音は超低周波音と呼ばれることが多いが、本書においては、

1～100Hz の音を対象としている。 
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【悪臭関係】 

・臭気濃度

臭気のある気体を、無臭の空気で希釈し、臭いが感じられなくなった希釈倍数を臭気濃度という。に

おいを「嗅覚測定法」により数値化しようとするものである。悪臭防止法（1971 年）では、臭気濃度の

対数を 10 倍した「臭気指数」をもとに悪臭の規制を行っている。同法による規制では、この臭気指数に

よる規制方法又は「特定悪臭物質濃度」による規制方法のいずれかの方法をとることとしている。 

・臭気指数

臭気濃度の対数を 10 倍した値で、悪臭防止法（1971 年）及び同法施行規則により定義されている。

同法による発生源の規制は、法制定当初から「特定悪臭物質」の濃度により規制する方法がとられて

きたが、1995 年改正により人の嗅覚を用いて判定する方法として、臭気指数規制が追加して導入された。 

【水質関係】 

・浮遊物質量（SS）

浮遊物質量（SS：Suspended Solids）は、水中に懸濁している直径 2mm 以下の不溶解性の粒子物質の

ことを指す。浮遊物質量のほか、懸濁物質（Uspended Substance）とも呼ばれる。水の濁りの原因とな

るほか、太陽光線の透過を妨げ、ひどい場合は魚類のえらを塞ぎ、窒息死させる危険がある。 

測定方法は一定量の水をろ紙でこし、乾燥してその重量を測る。数値（mg/L）が大きいほど濁りの度

合いが大きいことを示す。 

・概況調査

利水的に重要な地域等において重点的に汚染の発見又は濃度の推移等を把握することを目的とした

定点方式と、地下水汚染を発見するために地域をメッシュ等に分割し調査区域を選定して順次調査を行

うローリング方式のいずれか又は両方の方式により調査を行うこと。 

・継続監視調査

汚染井戸周辺地区調査を行った井戸の中で、汚染源の影響 を受けて最も濃度が高かった測定地点及

びその下流側において実施し、基本的に地下水の水質汚濁に係る環境基準項目について測定を行うこと。 

また、地下水の特性把握に必要な項目について適宜調査を行うこと。 

・底質の暫定除去基準

公共用水域の水質汚濁、魚介類汚染等の原因となる汚染底質の除去等の基準として「底質の暫定除去

基準について（環水管第 127 号 昭和 63 年 9 月 8 日）」により定められた基準。 

【地盤・土壌関係】 

・特定有害物質（土壌汚染）

土壌汚染に係る特定有害物質は、土壌に含まれることに起因して人の健康に係る被害を生ずるおそれ

がある物質として、土壌汚染対策法に基づく政令によって指定されたもの。 

土壌に含まれる有害物質が人に摂取される経路には、①有害物質を含む土壌を直接摂取すること、②

土壌中の有害物質が地下水に溶出し、当該地下水を摂取等すること、が考えられる。そのため、上記 2

つの経路に着目して特定有害物質が定められており、鉛、砒素、トリクロロエチレン等の 26 物質が指

定されている。 
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【動物・植物・生態系関係】 

・生態系

自然界に存在するすべての種は、各々が独立して存在しているのではなく、食うもの食われるものと

して食物連鎖に組み込まれ、相互に影響しあって自然界のバランスを維持している。これらの種に加え

て、それを支配している気象、土壌、地形などの環境も含めて生態系と呼ぶ。互いに関連を持ちながら

安定が保たれている生物界のバランスは、ひとつが乱れるとその影響が全体に及ぶだけでなく、場合に

よっては回復不能なほどの打撃を受けることもある。 

・類型区分

地域の典型的な生態系の抽出や生態系評価の際の注目種の絞込みを行うための分類方法を指す。基盤

環境（地形・地質・植生等）の組み合わせから環境を類型区分し、環境アセスメントのスコーピングの

際の地域特性の把握（対象地域にみられる生態系としてのまとまりを有する環境の分布や規模などの大

まかな把握）や注目種（特に典型性）の絞込等への活用を目的としている。 

【温室効果ガス】 

・温室効果ガス

温室効果ガス（GHG：Greenhouse Gas）は、大気を構成する気体であって、赤外線を吸収し再放出する

気体のことを指す。京都議定書では、二酸化炭素（CO2)、メタン（CH4)、一酸化二窒素（N2O)、ハイドロ

フルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）の６物質が温室効果ガス

として排出削減対象となっている。

・排出係数

温室効果ガス排出量の算定にあたっては、地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づく算

定方法がある。算定方法は、「温室効果ガス排出量＝活動量×排出係数」によって示されている。なお、

活動量は「生産量、使用量、焼却量など、排出活動の規模を表す指標」であり、排出係数は「活動量当

たりの温室効果ガスの排出量」である。 

用語-6
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